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総事業費

実績 実績

実績 43 実績 50

千円

事務事業評価シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅴ 施設の管理・運営 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 977 放課後児童対策事業
会計 01 一般会計

款 03 民生費

基本施策 08 子どもを産み育てやすい環境をつくる
項 04 児童福祉費

目 01 児童福祉総務費

施　策 2 保育所・幼稚園等における保育･教育の充実
細目 102 放課後児童対策事業

細々目 01 放課後児童対策事業

基 本 計 画 該 当 頁 76
担当部課

コード 753000 評価者
氏　名

金谷正一 連絡先
52 - 3228

行革大綱の重点事項番号 名称 青山支所住民課 (内線)

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

保護者が労働等の理由により昼間家庭にいない伊賀市内に在住する小学校１年生～３年生
の児童 放課後における児童の居場所として安全安心な施設を整備し、児童の健全な育成を図ることができる。

（※対象件数 ）

開始年度 平成 年度 関連事業

終了

事
業
内
容

児童福祉法及び同法施行令、放課後子ど年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

放課後児童クラブ「げんきクラブ」保護者会を指定管理者として施設管理及び事業運営業務を
行なう。

もプラ

状
況
変
化
等

ン推進事業費補助金交付要綱、三重県放課後児童クラブ活動事業費補助金交付要領

　放課後における児童が一人で家に閉じこもることが解消され、安全な居場所を提供できると共
に児童の健全育成に資することが期待できる。

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

登録児童数 人

H1８ H1９ H２０

50

H2１

50
3 規模・構造 目標 50 目標 50

サービス提供日数 日

実績 43 実績 50

242 242
目標 244 目標 242

運営体制 実績 244 実績 242
運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ 放課後児童クラブ「げんきクラブ」保護者会 ） 実績 実績

2 配置（予定）人員 (指導員)４ 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設

年間運営費 千円2,064 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

利用率（利用者／対象者） 対象児童がどの程度利用しているかを判断する。 ％

H1８ H1９ H２０

18

H2１

18
目標 18 目標 18

登録者数 放課後児童クラブへの登録者数。 人

実績 16.7 実績 18.6

50 50
目標 50 目標 50

評価
評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント

　核家族の進行及び保護者の共働きなどにより、放課後に帰宅しても子供だけの家庭が増加しており、また防犯面からも安全安心な子供の居場所づくりが必要不可欠な施設である。

有効性 4 　核家族の進行及び就労する保護者の増加により、放課後に帰宅しても子供だけの家庭が増加えることが予想されるため、今後も益々需要が増加していくと思われる。

達成度 4
　保護者の就労も厳しくなる中、児童の希望申し込みも多く、緊急時における利用の考慮や学校休業期間中の入所希望を考慮し入所者数を決定し、定員枠内の入会児童数となって
いる。

効率性 4
　施設は、学校から比較的近隣の箇所に設置しているため、利用しやすいものと思われる。また運営管理は指定管理者制度を導入し適切な運営を行っているが、管理料等事業費低
減について検証する。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

A 現状維持
　近年女性の就労が増え、核家族化している中で労働等により昼間保護者のいない家庭が増えつつある。また、社会においても子どもの痛ましい事件が多発している中
で、放課後における児童の安全を確保のため地域の防犯ネットとの協力を得ている。生活の場を与えることが必要であり時間延長等のニーズも高まってきている。指定
管理先や運営のあり方にも検討が必要になってきている。

進
　
捗
　
状
　
況

年度 17 18 19 20 21

事
業
内
容

平成１８年度 決算内容 平成１９度 決算内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

委託料 1 式 2,064 指定管理料 1 式 2,064 指定管理料 1 式 2,064 指定管理料 1 式 2,064
工事請負費 22,560 工事請負費 525

工事
備品購入費 299
委託料 2,165
役務費 30

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 2,064 事業費計(A) 　 Σ 27,118 事業費計(A) 　 Σ 2,064 事業費計(A) 　 Σ 2,589

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 5,664 32,158 5,664 6,189

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 2,064 27,118 2,064 2,589

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 2,064 27,118 2,064 2,589

計 2,064 27,118 2,064 2,589

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

民間委託等指定管理直営
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